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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 27.9.2 第 189回国会第 37号 

 

9月 2日（水）、第 37回の委員会が開かれました。 

 

１ 厚生労働関係の基本施策に関する件 

・塩崎厚生労働大臣、山本厚生労働副大臣、橋本厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

中 川 俊 直君（自民） 

・健康づくりへのインセンティブ強化のため、健康に資す

る取組に応じてポイントを付与する取組について厚生労

働省の見解を伺いたい。 

・健康寿命の延伸に向けた環境整備を推進するため、現在、

議員立法として検討を進めている「健康長寿社会形成基

本法案」について厚生労働大臣の所見を伺いたい。 

・戦没者の遺骨収集の推進に当たっては、陸地にある遺骨

のみを収集するのではなく、海底の沈没船等の遺骨も引

き上げて欲しいとの要望について、厚生労働省としては

どのように考えているのか伺いたい。 

 

古 屋 範 子君（公明） 

・「すべての子どもの安心と希望の実現に向けた副大臣等会

議」において取りまとめられた「ひとり親家庭・多子世

帯等自立応援プロジェクト」における施策の方向性のポ

イント及び児童扶養手当の拡充に向けた考え方について

山本厚生労働副大臣の見解を伺いたい。 

・公明党が取りまとめた「子どもの最善の利益に照らした

社会的養護の充実についての提言」を踏まえ、社会的養

護の充実について山本厚生労働副大臣の見解を伺いたい。 

・社会的養護の充実に必要な予算の確保に向けた山本厚生

労働副大臣の決意を伺いたい。 

 

大 西 健 介君（民主） 

・参議院で審議中の労働者派遣法改正案について、与党よ

り施行期日を本年９月１日から同月30日に修正する提案

がなされていると聞いている。これは10月１日施行の労

働契約申込みみなし規定を附則第９条の経過規定の対象

外とし、適用を阻止するためと考えるが、厚生労働大臣

の見解を伺いたい。 

・日本年金機構における不正アクセスによる情報流出事案

検証委員会が取りまとめた検証報告書は、厚生労働省の

組織の問題についてはあまり言及せず、日本年金機構の

問題に矮小化しているのではないかとの指摘に対する厚

生労働大臣の見解を伺いたい。 

・厚生労働省は平成28年度予算概算要求に、先の大戦の記

憶を次世代へ継承するため、若年世代の語り部の育成を

行う事業を盛り込んでいるが、その目的と事業の概要に

ついて伺いたい。 

 

阿 部 知 子君（民主） 

・東京電力福島第一原子力発電所において労働災害が発生

していることを踏まえて、廃炉作業の発注者である東京

電力に対しても元請事業者と同様に労働安全衛生法上の

法的責任を負わせるべきではないか。 

・性犯罪被害者に医療支援を行うとともに、医療機関に対

しても診療報酬加算等の支援を行う必要があるのではな

いか。 

・児童養護施設の保育士の低賃金の実態及びケア単位の小

規模化に伴う過重な労働実態を調査する必要があるので

はないか。 

 

中 島 克 仁君（民主） 

・平成27年度介護報酬改定後の介護事業所の廃止届出件

数・新規指定件数の調査結果と、民間調査会社等の調査

結果には乖離があるが、厚生労働省としてどのように分

析しているのか伺いたい。 

・介護報酬の処遇改善加算の届出状況は低い水準に止まっ

ていると考えるが、厚生労働省として処遇改善は進んで

いると認識しているのか伺いたい。 

・日本版ＣＣＲＣ（生涯活躍のまち）構想と、地域包括ケ

アシステムの構築、地域医療構想における病床の削減と

いった施策との間に整合性はあるのか伺いたい。 

  



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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浦 野 靖 人君（維新） 

・性暴力被害者に対する総合的な支援を一か所で受けるこ

とができるワンストップ支援センターの設置促進に向け

た取組について伺いたい。また、性暴力被害者に対する

支援事業の継続性を確保するため、同支援センターの運

営についても財政支援を行うべきではないか。 

・認定こども園、幼稚園、保育所が混在する現状を踏まえ

た上で、今後の幼保一元化に関する厚生労働省の取組方

針を伺いたい。 

・審議会等において若年者枠を設けるなど、若者の意見を

政策に反映させるための取組を実施すべきと考えるが、

厚生労働省の見解を伺いたい。 

 

足 立 康 史君（維新） 

・厚生労働省の平成28年度税制改正要望では、特定支出控

除の経費の項目としてベビーシッターの利用等の費用を

加えたいとしているが、手続きが煩雑であるため、多く

の人は利用できないのではないか。 

・認可保育所や幼稚園には公的な財政負担がある一方、ベ

ビーシッターにはないことから、制度間のバランスをと

るためにベビーシッターの利用等の費用について税制改

正要望を行っているのであれば、それだけでは不十分で

はないか。 

・内閣府の少子化社会対策大綱の具体化に向けた結婚・子

育て支援の重点的取組に関する検討会の提言の概要につ

いて伺いたい。また、結婚をサポートするいわゆる「お

せっかいさん」に対する研修費用及び有村少子化対策担

当大臣の所掌のうち、保育や子ども・子育て支援新制度

等を除いた部分の概算要求額はいくらになるのか。 

 

高 橋 千鶴子君（共産） 

・老後に向けた個人の自助努力を行う環境を整備すること

を目的とする確定拠出年金法改正案は、公的年金の給付

水準を低下させる制度改正を行うことを前提としている

か、厚生労働大臣の認識を伺いたい。 

・マクロ経済スライドにより給付水準が引き下げられた公

的年金に収入を頼っている高齢者世帯における消費動向

の低下が、景気指標に少なからず影響を与えているとい

う認識を厚生労働大臣は共有するか確認したい。 

・年金積立金の運用実績が悪化した場合であっても、確定

給付型の公的年金については将来の給付水準が低下する

ことはないかどうか伺いたい。 

 

 

 

２ 勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 50号）（参議院送付） 

 ・塩崎厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取しました。 


